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現在のグローバル・サービス産業には二つの相反する傾向
がある。長引く景気低迷もあり、コスト削減を進めなけれ
ばならない企業は、業務のオフショア化で対応しようとし

ている。しかし政治家たちは、オフショア化を国内の経済不振や高い
失業率の責任逃れのスケープゴートにしようとしている。人々の不景
気への不満や憤りを、グローバル企業や海外のオフショア市場であ
る国々に向かわせようとしているのである。こうした環境を反映し、
確かにグローバル・サービス産業には成長減速の兆しが見える。し
かし、オフショア化が止むことはない。実際、グローバル・サービス
産業の成長ポテンシャルは高く、満を持して飛躍のときを待っている

　『A.T. カーニー・グローバル・サービス･ロケー

ション指数2011』調査において、2003年の第1回

の調査時からサービス･オフショアリングの世界

が大きく変化していることに気づかされた。1 当初

は大きなポテンシャルを持つが、まだ新しい動き

であった。しかし、今では企業のサービス･サプラ

イチェーンに当たり前の要素として組み込まれて

いる。業界は飛躍的に成長し、多くの点で初期の

期待を超えている。オフショア化が可能となったバ

リューチェーンの比率は、付加価値で見ても複雑

性の度合いで見ても大幅に増加し、新しいタイプ

のサービスのオフショア化が可能となり、遠隔地

や国境を越えてオフショアサービスが提供される

ようになった。サービス産業を構成するエコシステ

ムの各分野で専門性を高める国々が増え、オフ

ショアサービスを提供できる地域も拡大してきて

いる。

　調査が始まった2003年時のマクロ経済状況

は、2年前に起きた景気後退から回復しようとして

いる点で今日と似通っている。2003年の場合、経

済は速やかに回復した。その時と同様に、今回も

成長軌道への回復を望みたいところだが、状況は

まだ不安定なままである。IMF（国際通貨基金）

は、2011年の米国のGDP(名目国内総生産高)の

成長率は2.3％と予測している。この数字ではグ

ローバル経済の成長を推進するダイナミズムをも

1 第1回目の調査の名称は「A.T. カーニー・オフショア・ロケーション指数」であった。
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注： 3つの主要カテゴリーは40:30:30の比率で加重平均した。経済的魅力度は0～4ポイント、労働力とビジネス環境はそれぞれ0～3ポイントで評価した。
先進国については、主要都市以外の低コストのティア２、ティア３の都市を選んで調査対象としている：英国（ベルファスト）、米国（サンアントニオ）、独（ライプチヒ）、仏（マルセイユ）
出所： A.T. カーニー ・グローバル・サービス・ロケーション指数調査TM 2011
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たらすには十分とはいえない。IMFはグローバル

経済の成長予測を、2010年は4.8％、2011年は

4.2％としているが、次のような但し書きがつけら

れている。｢グローバル経済の回復はいまだに確

実なものではない。なぜなら、国内における公的

需要から民間需要への再シフトや、国外の経常赤

字国と黒字国の再調整を促すような強力な政策

が打ち出されていない。｣2 IMFが最近発表したグ

ローバル金融安定化リポートでも｢グローバル金

融システムはいまだに非常に不安定な時期を脱

しておらず、経済回復上のアキレスのかかとと言

える｣3 と、同様な警告が発せられている。

　現在の変化するマクロ経済環境の中、A.T. カー

ニーのグローバル・サービス･ロケーション指数調

査は、世界50カ国の経済的魅力度、人材（スキル

と労働力）、ビジネス環境について調べ、グローバ

ル・アウトソーシング産業の展望とそれらの国々

の今後の可能性を探った。また、上記3分野に属す

る39の評価項目を使い、情報技術（IT）、ビジネ

ス・プロセス・アウトソーシング（BPO）、コールセ

ンターのサービスの提供能力について順位付け

を行った（P19、別項｢調査について｣参照）。

　本レポートは2011年度の調査結果の概要を示

すものである（図1）。各地域の調査結果を分析し、

サービス業務のオフショア化に最適なロケーショ

ンの選択のためのガイダンスを提供する。今回の

調査の結論は、経済状況に関わらず、ビジネスの

成功にはオフショア化の恩恵を最大活用すること

が不可欠であることを、再認識させるものである。

過渡期にある業界
　2008年に世界経済危機が起きたとき、我々は

金融機関と米国が最大顧客であるグローバル・

サービス･アウトソーシング業界には、直接的かつ

甚大な影響が及ぶと考えた。だが今振り返ると、

業界はこの2年間の逆境によく耐えてきたといえ

る。

　実際、多くの理由でグローバルビジネス環境に

は、予測の難しい絶え間ない変化が起きた。各国

の経済回復戦略が一様ではなく（特に先進国間に

おいて顕著である）、戦略は似ていないどころか

正反対であったりもした。先進国と新興国の回復

スピードの不均衡、力強く経済回復を牽引してく

れるはずの米国への不安、欧州の経済管理能力

（最近の国家財政破たんや金融危機が象徴する）

への疑問、日本経済の不振、そして様々な経済課

題についてG20が統一対応を形成できないこと

への懸念などである。従って、IMFが「経済を押し

下げるリスクが増大している」とするのは驚くべき

ことではない（別項｢リスクに満ちた世界｣、P4参

照）。4 

　経済状況の変化とともに、グローバル・サービス

産業の構図は益々複雑化している。オフショア化

への政治的逆風や、“リショア化”、すなわち海外に

移転した機能や仕事を本国に戻すべきという議

論はめずらしいものではない。経済危機と高失業

率の影響で先進国のティア2やティア3の都市へ

のリショア化の魅力が増していることもある。それ

でも、クラウド・コンピューティングのような新しい

テクノロジーが業界の継続的かつ急速な発展を

後押ししており、グローバルなサービス提供のポ

2 IMF発表「世界の経済アウトルック：経済回復、リスク、リバランス」（ワシントンDC, 2010年10月）
3 IMF発表「グローバル金融の安定化レポート：国家、資金調達、システミック流動性危機」（ワシントンDC, 2010年10月）
4 IMF発表「世界の経済アウトルック：経済回復、リスク、リバランス」（ワシントンDC, 2010年10月）
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テンシャルは巨大である。5 それでは今後、伝統的

なアウトソーシングはどのように変化していくのだ

ろうか。

　オフショア化悲観論に勝つ　経済の混乱によっ

て、オフショア化そのもの、そして先進国における

オフショア化による国内雇用流出への影響につい

て懸念が高まっている。しかし、A.T. カーニーの

2009年度の前回の調査結果では、それと正反対

の事実が示されている。オフショア化が可能なセ

クターは、実際は先進国においても最も雇用が急

成長しているセクターである、というものだ。言い

換えれば、失業率増加の懸念が高まっているもの

の、実は経済のグローバル化によって先進国の国

内においてもこれらのサービスセクターの雇用は

増加しているのである。6 

　だが、高失業率の時代では、政治家たちは自分

の選挙区の有権者たちの不満の矛先をオフショ

ア化に向けているので、人々のオフショア化への

懸念は収まることはない。とはいえ、法律や制度を

使って企業（特に多国籍企業）のサービス機能の

海外移転を制限することは、ほぼ不可能である。

多くの企業はオフショア化で評判が悪くなるリス

クを恐れて、少なくとも一時的には目立たないよう

にしている。しかし結局は海外へのサービス機能

移転によるコストと人材のアービトラージは依然

として大きなメリットであり、オフショア化の潜在

的な投資対効果は減じていない。製造のサプライ

チェーンが先進国から永遠に去ってしまったよう

に、サービス･サプライチェーンにも同様なことが

起きつつある。無理やりオフショア化を止めさせ

先進国内にサービス業務を押し止めることは、企

業にとっては莫大なコスト負担となる。

リスクに満ちた世界 
　世界のビジネス環境は不安定で

経済の地理的シフトが続く中で、グ

ローバル・サービス産業の構図はさら

に複雑化している。業界にとって重要

な意味を持つ傾向を次に示す。

　 国 によって異 なる財 政 政 策　

2008年のリーマン・ショックに始まっ

た世界大不況への各国の対応は大

きく異なった。例えば、英国が強行し

た厳しい財政策は米国の量的緩和

政策とは全く対象的なものである。両

極端の政策は、大規模な赤字と長期

の借金を回避するための継続的な

景気刺激策と、緊縮財政緊縮策の各

国政府のバランスのとり方に大きな

違いがあることを示している。これら

の国々はサービス･アウトソーシング

の世界最大のデマンド・センターで

あったために、こうした選択は、グロー

バル・サービス市場に大きなインパク

トを与えるものであった。

　生産と消費におけるシフト　世界

大不況は、とりわけ、グローバル経済

における生産と消費の先進国から新

興国へのシフトを加速した。IMFは、

2011年の先進国の平均成長率は

2.2％、新興国の平均成長率は6.4％

であると予測している。つまり、新興

国は先進国よりも不景気からの回復

力が強く、今後、新興国はさらにス

ピードを上げて先進国にキャッチ

アップしてくるだろう。新興国は製造

に加えサービス分野の成長にも力を

入れており、製造よりもサービス分野

の成長率が高くなりつつある。特に

中国は今後10年でサービス分野で

の成長を本気で狙っているように見

える。

　米国政治の不確実性　2010年11

月の中間選挙直後に、両党が米国経

済の課題への取り組みについて合

意するということは全く起こりそうに

5 「ソフトウェア・デマンド・マネジメント（Software Management）」@ www.atkearney.com参照 
6 2009年指数調査「オフショアリングの勢力図変化（�e Shifting Geography of Offshoring）」@ www.atkearney.com参照
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　脅威にさらされる従来のアウトソーシング　 オ

フショア化には十分なビジネスメリットがあるが、

従来のITアウトソーシング・サービスは脅威にさら

されている。今までのアウトソーシングの特徴は、

複数年契約で顧客ごとのシステムやカスタマイズ

ド・プログラム構築し、それらのオペレーションを

行い、そのために現地プログラマーやシステム･エ

ンジニアを採用していた。しかし、最近では標準化

したソフトウェアによるソリューションの提供と、顧

客の利用に応じ課金する新しいビジネスモデル

が登場している。そのようなサービスを提供する

ためには、アウトソーシング企業は、BPO(ビジネ

ス・プロセス・アウトソーシング)サービスにクラウ

ド・コンピューティング技術を組み合わせて、顧客

のビジネスプロセス全体のアウトソースを可能に

し、かつ顧客の利用に応じて課金する仕組みが求

められている。7 

　この2年間では、様々なアウトソーシング企業が

苦境や変化を生き抜き、さらに新しいビジネスモ

デルを構築するために自社の能力補強を行って

きた。これらの補強、あるいは補充された能力に

は、ホスティングと多様なネットワーク接続を実現

するハードウェアと接続性、仮想化やクラウド・コ

ンピューティングを通じて使える標準化ソフトウェ

ア、新しいサービス提供能力、使った分だけ支払

いをする柔軟な方法や制度への移行ができる強

靱さ、などが挙げられる。こうした動きは、最終的

にBPOやITOサービス市場における革命に向け

た第一歩といえる。8 

7 「ソフトウェア・ライセンスの柔軟化（Building Flexibility into Software Licensing）」@ www.atkearney.com参照
8 「変化するアウトソーシング（Outsourcing, But Not as We Know It）」Executive Agenda, Vol.Xiii, No. 2, 2010@ www.atkearney.com参
照

もない。だが最近、国家の債務削減

のための緊縮財政の提案が超党派

でなされたことは国の財政不安がい

かに深刻であるかを際立たせた。グ

ローバル企業は政治情勢に敏感で

ある。今年上院に提出されたある法

案は、もし企業が米国内の事業所を

閉鎖して海外に移転するならば、所

得控除など税優遇から除外するとす

るものであった。｢米国の雇用改善と

オフショア化禁止法案｣と名付けられ

たその法案は可決されなかったが、

オフショア化が非難の的になってお

り、人々の意識の中で米国の経済的

苦境と結びついていることを証明す

るものであった。

　欧州の不安定な財政　昨春のギ

リシャの債務超過は、欧州経済の不

安定さを如実に示すものであった。

その後の財政政策の議論からは、

ユーロ圏の意見がまったく一致して

いないことが明らかとなった。OECD

（経済協力開発機構）は、ユーロ圏の

経済回復は一様ではないと予測して

いる。財政赤字削減政策の結果とし

て経済成長が鈍化したり、ギリシャ、

アイルランド、その他の地域における

国家債務への懸念が信用市場の緊

張をもたらすからだ。その結果、西欧

のサービスオフショアの供給市場に

は、今後も険しい道が待っているだろ

う。オフショア化を選択し推進した企

業はより強い組織となれるかもしれ

ない。  

　為替レート政策についての議論　

為替レート政策、通貨戦争の脅威に

ついて国際的な議論が高まっている

が、これは変化の激しい世界的問題

に対し、きちんと対応する強力で制度

化された国際的な体制構造が不在

であることを反映するものである。
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　サービスのグローバル化の厖大なポテンシャ

ル　アウトソーシング業界のビジネスモデルの変

化や何らかの理由によって一時的な後退はあると

しても、サービス提供のグローバル化時代はまだ

始まったばかりであると我々は考える。手つかず

の厖大なポテンシャルが存在している。ITとBPO

のオフショア化は、今後さらに大きくなる傾向の初

期的兆候である。長期的に見れば、最終顧客がい

る母国外市場サービス機能が移転可能であるし、

実際に移転していくということを意味する。

　製造業の生産拠点のグローバル化へのシフト

を我々は目撃してきた。その結果は新興国市場が

世界の製造パワーハウスになるまでに至ってい

る。サービス分野においても同じことが起きてくる

と予想される。サービス分野の業務の海外流出に

ついての議論も、かつて製造のオフショア化や海

外移転がそうであったように、時の経過とともに沈

静化していくだろう。今後は先進国と新興国の間

でのサービス貿易が発展し、現在米国にEU諸国

で行われている幅広いサービス貿易に匹敵する

規模となるだろう。中・長期的には人口動態の傾

向がこうした動きを後押しする。高齢化が進む先

進国は、移民規制を緩和し人口を増やすか、製品

やサービスを輸入するかのどちらかの選択を迫ら

図2：
金融危機の影響で順位に変動―今までコスト高であった国の順位が上昇
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れる。一方、若年層が多い大規模な人口を持つイ

ンドやエジプトのような国々は、労働力が縮小す

る国々へのサービス提供において大きな役割を

担える条件が備わっている。

　従って、将来は先進国市場と新興国市場間の

サービス提供における相対バランスは劇的に変

化することが予想される。

2011年度指数のハイライト
　2011年指数の上位3カ国は、2003年の調査開

始以降変わっていない。豊富な人材プールとコス

ト優位性という利点を持つインド、中国、マレーシ

アがそれぞれ1位、2位、3位であり、その持続力は

驚くべきものだ。しかしその３カ国以外では、金融

危機後の賃金と為替レートの変化の結果、ランキ

通貨の苦悩 
　為替変動は企業の計画策定に不
確実性をもたらすものだ。為替への
懸念は国際ビジネスや政治の将来
展望において中心的課題であり続
ける可能性が高い。現在、中国は、そ
の2.5兆ドルの外貨準備高で元価格
を維持しているが切り下げを迫られ
ている。一方、米国の量的緩和は複
数の国々の怒りを買っている。
　世界中でなされている政府介入
は、破壊的な通貨戦争が起きるので
はないかという懸念を駆り立ててい
る。通貨の全面戦争が起きれば世界
経済の成長予測にはブレーキがか
かり、グローバル・オフショアリング・
ビジネスも影響を受けることになる。
そのようなシナリオでは、ある国が他
の国の通貨切り下げに関税で対抗
するなど、通貨に関して各国間の経
済的関係は悪化し、仕返しの応酬と
いった対立に発展する可能性も高
い。経済の不確実性が蔓延すれば、
企業にとってグローバルなサプライ
チェーン体制はコスト高となり維持
に支障がでてくるだろう。
　こうした終末的なシナリオは、願わ

くは米国や中国のような主要なプ
レーヤー間の調停に各国の中央銀
行や国際機関が一致協力してくれ
れば、回避が可能だろう。ジャーマ
ン・マーシャル・ファンドのカティ・ス
オミネンは、より好ましいオプション
として現在進行中の2策を挙げる。デ
タント（緊張緩和）とコンティンメント
（封じ込め）※である。
　デタントでは、国々が期待すること
は、IMFが論争を鎮め国際通貨問題
への解決策を提示することである。
これは現在の通貨問題への美しい
解決策である。しかし多くの新興国
政府は、今だにIMFに信頼をおいて
おらず可能性は極めて低い。コンテ
インメントでは、国々は前述の状況
では協力ではなく、むしろ関税や通
貨切り下げといった脅威をもたらす。
しかし、これらの国々の経済は相互
に結びついており、“相互確証破壊”
の恐れから、結局は過激な行動とは
ならないだろう。このシステムの方
が、グローバル企業にとっては、注意
深くある必要はあるが、先に進むに
は安定したものとなり得る。その過

程で人民元やその他の新興諸国の
通貨価値は上がり、ドルの価値は下
がる可能性が高い。こうした動きに
つれて、オフショア企業はいくつか
の国々で労働力アービトラージの機
会の低下を経験するだろう。
　企業の戦略企画部門の課題は、
長期的傾向を把握するために月次
や年次を超えて為替の変動を見るこ
とである。オフショアセンター設立に
要する典型的な期間は3年から5年
であるが、さらに長期となることもよ
くある。ここ数年の為替変動には英
ポンドの一時的暴落のような劇的な
変化もあったが、長い目で見れば一
時的な現象に過ぎないのかもしれ
ない。新興国は（例えば中国やイン
ド）は輸出に牽引されて急激な成長
を遂げ続けるにつれて、それらの通
貨が長期的には大幅な切り上げ圧
力に直面する可能性が高い。それ
は、企業の戦略企画部門の経済計
算に影響を与え得る。
（※）  カティ・スオミネン(Kati Suominen)「危機

にあるグローバリゼーション、金融と貿易
の課題」エール大学プレス（コネティカット
州ニューヘブン、2010年10月）
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ングにも大きな動きが見られた（P7、別項｢通貨の

苦悩｣参照）。

　以前の指数では、非常に優秀な労働者が存在

していても低位にあった国々が、自国の通貨下落

によってオフショア市場として有望な選択肢とし

て浮上してきた（図2）。バルト諸国が最も顕著な

例である。厳しい緊縮財政によってコストが低下

（つまり、通貨が下落）し、エストニアが11位、ラト

ビアは13位にランクされた。英国はポンド急落に

賃金上昇率鈍化が加わり31位から16位に急上昇

した。メキシコもペソ下落と米国企業のニアショア

（近距離へのオフショア化）傾向が高まったことに

注：　図には0.20以下の値はスペースの関係で表示されていない

関連業務の経験度

出所： A.T. カーニー ・グローバル・サービス・ロケーション指数調査TM  2011

図3：
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より、ラテンアメリカ諸国で最上位の6位にランク

された。中東は、ファンダメンタルズが改善し改善

し、エジプトが4位にランクされた。中東地域の

サービス産業のハブであるUAE（アラブ首長国連

邦）も29位から15位に大きく上昇した。金融危機

によって世界のサービス産業の猛烈な成長スピー

ドが減速し、同国のサービス･セクターの競争力が

相対的に増したからである。9 

　以下に地域別の詳細を示す。

　北米　米国は世界のアウトソーシ

ング・サービス産業の最上客であり、

その状況が変わることは当分ないだ

ろう。米国のITオフショア・アウトソー

スへの支出額は、経済危機以前には

世界の総額の約67％を占めてい

た。10 2010年度も少し低下はしたも

のの依然63％である。一方、米国の

ティア2都市はスキル人材の豊富さ

では世界一、総合では18位にランク

されたことは、サービス供給側としても可能性を

持つことが示されている (P.8、図3)。

　しかし懸念材料もある。特に一向に改善が見ら

れない高失業率と根深い政治的対立によって、米

国の反アウトソーシング感情が再び高まってきて

いる。企業によっては、敵対的な環境への緊急対

応策として海外へのオフショア化の意思決定の延

期や、地元企業へのアウトソーシングを選択する

可能性が高い。しかし、過去の例では、経済が回

復すればグローバル化が再び始まるのは明らか

である。

　とは言え、企業が自社のサービス機能の移転先

の答えは海外であると自動的に考えているわけで

はない。米国では景気後退によって賃金水準が下

がり大量の労働者があふれている。主要都市以外

のティア2やティア3の都市は、有能な人材プール

を持ちオペレーションコストも低下したために魅

力的な代替地として浮上してきている。

　カナダ（39位）は、今調査で順位が低下した。同

国は相対的なコスト競争力が徐々に失われて

いっているために、もはや米国に取っては以前の

ような主要オフショア先ではなくなっている。今ま

での米国に隣接したコールセンターとしての高成

長は終わり、今日では、北米ITサプライチェーン

に統合された一部としての重要性が増してきてい

る。これは、多数のサプライヤーや国境の両側に

並ぶ組み立て工場などが、長年の間に相互に強く

結びついた米国とカナダの自動車産業の状況に

酷似している。 

　ラテンアメリカ　ラテンアメリカは米国の消費

者マーケットに近接しており、サービスハブ形成

に有利である。ラテンアメリカ地域の人々の英語

メキシコ北部の州では麻薬が
らみの暴力事件が増加してい
るとはいえ、現在、明らかに
米国企業のニアショア傾向の
恩恵を受けている

9   エジプトとチュニジアの2011年初頭の政治的騒乱が起きる以前にランキングが作られた。両国の現在の政治的不安やカントリーリスク
は大きく増加している。長期のリスクプロフィールが変化するかどうかについて状況をしっかりとモニターする必要がある。

10  インターナショナル・データ・コーポレーション「世界と米国のオフショアサービス予測2010－2014」（2010年5月）
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能力は向上しており、かつ米国ではラテン系移民

の増加が続いているので、同地域のサービス提供

機会は増加して当然である。ラテンアメリカも万華

鏡のような様々なスキルセットを持つ人材が豊富

に存在する。ブラジルはIT能力に優れており、ソフ

トウェア開発やシステム･インテグレーションに最

適なプラットフォームとなっている。メキシコは、ス

ペイン語と英語の両方の言語で米国を支援でき

るために、BPOのオフショア先として有望性がさら

に高まっている。一方、チリはR&Dや分析のニッ

チ市場として台頭している。コスタリカとアルゼン

チンは、コスト競争力はいくらか低下しているが、

依然としてオフショアサービス拠点として存在感

が大きい。

　メキシコ(6位)は、ラテンアメリカ諸国の中で最

も高くランクされている。米国の経済的逆風にさら

　グローバル・サービス･ロケーショ
ン指数は、国レベルでのIT／BPO
サービスについてのポテンシャルを
示す。だが、A.T. カーニーのクライ
アントへの実際のコンサルティング・
プロジェククトとでは、クライアント
の特定のニーズに合致する市場を
特定するために、各国のより詳細な
分析が求められる。そのために、
A.T. カーニーではクライアントの特
別な意図や興味に従って、クライア
ントと共に指数の方法論をカスタマ
イズし、この手法を使って候補とな
る市場のショートリストが決定する。
その後は、各市場の国内の動きを
理解するためにさらに深く掘り下げ
る。このリサーチでは、都市ごとの労
働者数や利用可能度、政府の取組
みやインフラの整備状況のような側
面について徹底的な評価が必要と
される。このような方法で実施され
たメキシコについての分析を以下
に手短に紹介する。我々がメキシコ
を選んだ理由は、大規模なサービス
産業を持ち、指数の上位にランクさ
れた国というだけでなく、国内の各
地域により、広範囲で多種多様な能
力を持っているからである。
　グアダラハラ（Guiadalajara）とモ

ンテレイ（Monterrey）は、メキシコに
おいてITサービス提供のための豊
富な人材とインフラを持つトップの
都市である。メキシコシティ（Meex-
ico City） もまた広範なサービスを
提供し、ケレタロ（Queretaro）は成長
した航空産業をテコにして、小規模
であるが、他の都市の代替となる
様々なサービス提供が可能である
（下図参照）。メキシコは、すべての
地域にまたがるIT/BPO産業の開

発を最優先事項として、いくつかの
取組みを行ってきている。｢メキシ
コ・ファースト｣は、2013年までに6万
人の情報技術やソフトに関するス
キルについて資格を認証することを
目標にし、｢メキシコIT｣は、米国企
業に向けてニアショア化先としてメ
キシコを売り込むための取組みであ
る。｢プロソフト｣は、IT分野に投資
する企業に向けた助成金や税優遇
を提供している。次に、メキシコにお

出所：A.T. カーニー・グローバル・サービス・ロケーション指数TM 2011注：BPOはビジネス・プロセス・オフショアリング

図：メキシコの主要なIT／BPOロケーション

注：BPOはビジネス プロセ 出所：A T カ ニス オフシ アリングス オ
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された結果、昨年の国内平均賃金がドル換算で

18％も低下した。メキシコ北部の州では麻薬がら

みの暴力事件が増加しているとはいえ、現在、明

らかに、米国企業のニアショア傾向の恩恵を受け

ている。同国のサービス･センターは世界で最も多

くのCMMI(IT能力成熟度モデル／Capability 

Mutuality Model Integration )認定を受けてい

る。11マネジメントスクールの質も向上しており、メ

キシコはサービス分野において重要なポジション

を確立している（別項 ｢メキシコ─都市別詳細」、

P10 参照）。

　チリは前回8位から10位になり順位をわずかに

下げた。他国に比べて経済の落ち込みが少なく、

賃金がそれほど下がらなかったことが主な理由で

ある。2010年2月のチリ地震での政府の対応は称

賛されたが、同国の脆弱性が露呈されインフラス

ける主要なオフショア化の候補都
市を紹介する。
 グアダラハラ は、ソフトウェア、半
導体の設計、埋め込みソフトウエ
ア、マルチメディアの高い専門性を
持つ主要なエレクトロニクス・セン
ターとしての歴史から、しばしば“メ
キシコのシリコンバレー”と形容され
る。GE、IBM、インテル、日立、HP、
シーメンス、フレクストロニクス、ソレ
クトロンがメキシコ本社や主要な開
発センターを市内に置いている。同
地域には、16のITOとBPOサービス
センター、150のソフトウェア企業、
35の設計事務所が存在するが、英
語能力のある人材をめぐり激しい
獲得競争を繰り広げている。
　モンテレイはITとBPOの中心地
であり、海外企業に加え、ソフトテック
（Softtek）やネオリス（Neoris）といっ
たメキシコで最も成功している国内
企業の本拠地でもある。ソフトテッ
クは石油化学企業のアルファ
（Alpha）出身のエンジニア達が始め
たもので、ネオリスはメキシコの巨
大なセメント製造の多国籍企業で
あるセメックス（CEMEX）からのス
ピンオフである。モンテレイの企業
はモンテレイ・テクニカル・インス

ティチュートを通じて、メキシコ国内
のトップレベルの技術に強い人材
を獲得している。しかし、モンテレイ
は北部の州と繋がりがあり、麻薬が
らみの暴力の増加に悩んでいる。
　メキシコシティには、規模を問わ
ず、コールセンター、BPOならびに
KPOサービスを提供する無数の国
内外のIT企業が存在する。こうした
サービス産業の成長は、同市の経済
的重要性とそこで行われている広
範なビジネス間のシナジーによる自
然発生的な副産物である。近年メキ
シコはBPOの発展に力を入れてお
り、同市とその近郊にはITカリキュ
ラムがある大学が72校もある。
　ケレタロは既に確立された国内
ハブの代替地であり、カナダの航
空・防衛企業であるボンバルディア
（Bombardier）の航空ハブならびに
製造地として有名である。ケレタロ
は、コールセンターやBPOサービス
を提供しており、労働人口の知識レ
ベルは高いが賃金は比較的安い。
その理由の一部は、ケレタロがまだ
余り知られていないことがある。し
かし労働者プールは前述の都市に
比べて少し底が浅い。
　 シウダ ードファレス（C i u d a d 

Juarez）は、長くニアショアBPOのハ
ブであり、リオ･グランデ川を挟んで
米テキサス州のエルパソに近接し、
大量の書類のデータ化を行ってい
る。しかし、シウダードファレスはメ
キシコで麻薬と暴力で最悪の都市
のひとつであり、2 0 1 0年のみで
3,000件以上の殺人事件が起きて
いる。
　エルモシヨ（Hermosillo）と周辺
地域は米国との国境を越えた位置
にあるティア2の選択肢である。過去
には製造中心であったが、現在では
米国の西海岸の企業に近接したIT
のオフショア先として伸びている。
　クリアカン（Culiacan）は、もうひと
つのティア２都市である。同市の提
供する主要サービスはITとコール
センターである。クリアカンのIT企
業の多くは国家が支援するテクノロ
ジー・クラスターである。
　アグアスカリエンテス（Aguascali-
entes）、サカテカス（Zacatecas）、バ
ハ・カリフォルニア（Baja California）
のその他の都市もまたIT／BPOセ
クターの推進のために、主にテクノ
ロジー・パークや人的資源の取り組
みを通じて戦略開発を始めている。

11 CMMIは、カーネギー・メロン大学のソフトウェア・エンジニアリング研究所によるプロセス改善プログラムである。
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コアは低下している。だが、8月の鉱山の落盤事故

では作業員救出に成功し国家のブランド力が高

まった。

　ブラジルは前回と変わらず12位であった。最近

のペソ高によって、同国のグローバル・サービス産

業は厳しい状況にある。ペソ高は世界的な経済不

況の中でブラジルの強い経済力を示すものであ

るが、輸出の伸びに影響を与えている。ルイス・イ

ナシオ・ルーラ・シルヴァ前大統領（2011年1月1日

に退任）によって、ブラジルはグローバル舞台に踊

り出た。後継者のジルマ・ルセフ新大統領が新し

い政治軌道を定めるだろうが、これまでの成功が

続くことを期待したい。

　コスタリカ（19位）は、インフラの近代化、国際

的な通信ケーブルの能力、電気インフラの向上の

おかげで、順位が3ランク上昇した。アルゼンチン

（30位）は、インフレと労働組合からの激しい賃上

げ要求が競争力に影響し、5ランク順位を落として

いる。

　コロンビア（43位）は人材スキルと豊富な労働

力で高得点となり、ランキングに入った。スペイン

系コロンビア人は訛りがないスペイン語を話すた

めに、コールセンターは世界のスペイン語圏に対

し比較的容易にサービス提供が可能である。しか

し大きな障害は、プロフェッショナル人材の英語

能力である。政府は、通貨高のためにコスト競争

力がないことに対処しなければならない。それに

は、低コストが重要である単純業務から、高度な

業務へのシフト―すなわち建築物の完成予想図

や財務といった高度なサービス･バリューチェー

ンに組み込まれることを狙うべきである。チリで

も、ここ数年、英語力向上プログラムが実施されて

おり、現在同国の子供たち全員が英語教育を受け

ている。首都ボゴタでは、「世界に向かって話そう」

というキャンペーンが実施され、社員の英語能力

向上促進を目的に、企業に対し助成金制度があ

る。

　欧州　金融危機は多くの欧州経済に打撃を与
え、ギリシャ、アイルランド、その他の国々が財政難

に陥りユーロ崩壊の不安が高まった。こうした中

で、かつては順調な成長が続き十分な労働力が

見込めなかったり、コスト高であったりした国々

が、現在では現実味のあるオフショア化の候補地

となっている。

　エストニア（11位）、ラトビア（13位）、リトアニア

（14位）は、経済危機の直接的な影響で順位をあ

げた例である。これら3国は人材スキルに優れて

いるために、小規模でもBPOやコールセンターの

市場となる。他の国々よりもグローバル金融危機

の大きな打撃を受けたために（特にラトビア）、経

常赤字が急速に膨らみ経済状況は大きく悪化し

た。しかし、自国通貨を切り下げることはせずに、

彼らの言うところの“国内切り下げ”を行った。政府

と民間セクターは平均35％の賃金カットによる支

出削減を行うなどの痛みを伴う調整により、コスト

競争力を向上させ、その結果3カ国の順位が上昇

している。またすでにIT／BTOセクターに海外か

らの投資を呼び込んでいる。英国のバークレーズ

（Barclays）は2009年にリトアニアの首都のヴィル

ニアスにITセンターをオープンし、米国の金融

サービス会社であるウェスタンユニオン社

（Western Union）もリトアニアに地域サービスセ

ンターの開設計画を発表している。しかし、バルト

諸国が、従来からの欧州のアウトソーシング・ロ

ケーションと肩を並べるまでになるには、さらに大

きな成長が求められる。

　英国は2009年調査の31位から2011年調査で

は16位に大きく上昇した。これは賃金の急激な低
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下（ドル換算で14％の低下）によるものだ。しかし

何よりも第一に、英国はアウトソーシングの需要

が大きい国である。大西洋を挟んだ米国と同様

に、増え続ける失業率に直面する英国の政治家た

ちもアウトソーシングを繰り返し非難している。し

かし、英国首相のデビッド・キャメロンは最近イン

ドを訪問した際に、インドのIT企業に対し、英国政

府がITアウトソーシングを制限する法案を通すよ

うなことはしないと彼らの不安を和らげようとし

た。しかし、一方でこれらの企業に対し英国への投

　A.T. カーニー・グローバル・サー
ビス･ロケーション指数TMはIT、BPO、

コールセンターに関する魅力度に

よって国の順位付けをするものであ

る。しかし、すべての国々はそれぞれ

ニッチではあるが競争力の高い分野

を持っている。自社のシェアードサー

ビス機能を海外に置く企業にとって、

単にランキング上位の国を選べばす

む話ではない。オフショア先の選定

は、各国の能力の組み合わせとグ

ローバル競争の細部の考慮が求め

られる複雑な意思決定である。それ

ぞれの相違を示すために、IT、BPO、

コールセンターの能力と各セクター

の産業活動をベースに上位10カ国

を評価した（図参照）。

　全分野で優れているのはインドの

みである。エリート教育で強いIT、資

格を持つ年間大卒者数の規模で優

れるBPO、高い英語能力で有利な

コールセンターというようにオフショ

ア・サービスのすべてで卓越したリー

ダーである。早くからオフショア・サー

ビスに取り組んだフィリピンも比較

的、万能型である。主にコールセン

ターのハブであったが現在ではITO

にまで拡張している。

　大部分のオフショア・サービスを提

供する国々にとって状況は複雑化し

ており、成功は自国をいかにポジショ

ニングできるかによる。中国が良い例

である。同国は強力なオフショア・ファ

ンダメンタルズを備えており2位にラ

ンクされているが、各分野の能力レベ

ルは一様ではない。ITに強くBPO業

務では急速に能力を向上させている

が、中国語以外のコールセンターで

は東北部に日本語のコールセンター

の集積地があるが、それ以外では全

く未開発である。

　今後、これらの国々はそれぞれの

専門性を継続的に高めていくので、

オフショア化を実施する企業はその

違いを把握することが非常に重要で

ある。

図： 上位10カ国のオフショア・サービス活動

注： BPOはビジネス・プロセス・アウトソーシング、
ITOはITアウトソーシングである。

出所： A.T. カーニー・ グローバル・サービス・ロケーション指数調査TM 2011

国 BPO コールセンター ITアウトソーシング

インド

中国

マレーシア

エジプト

インドネシア

メキシコ

タイ

ベトナム

フィリピン

チリ

活動レベルが活発 活動レベルが低い

指数上位 10 都市のオフショア・サービス業界 
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資を促進し英国内の雇用増加への協力を要請し

た。2カ国の貿易関係は、インド企業が英国内の雇

用を作り、英国企業が（オフショア化で）インドの

雇用を作るというような実際的な共生関係がさら

に緊密化している。

　調査では、欧州のIT/BPOサービスの主要な顧

客である英国、ドイツ、フランス各国のティア2都市

（国内で比較的低収入の地域にある都市）を使

い、グローバルなオフショア市場との比較を行っ

た。

　英国では、北西イングランドのウエールズと北

アイルランド、ドイツは旧西ドイツのサクソニー、フ

ランスは最南部のラングドック・ルーション地域を

使った。

　中欧・東欧では、ポーランドが最も大きく順位を

上げた。経済的苦境を切り抜け同国に対する投資

状況が活発化した。ハンガリー(31位）、チェコ共

和国(35位）も賃金水準が下がり、わずかだが順位

を上げている。しかし欧州のニアショア化では、い

まだにブルガリア（17位）、ルーマニア(25位）、中

東の人気が高い。

　ギリシャ（調査対象の50カ国外）と同じく、ポル

トガル（50位）、アイルランド（49位）、スペイン（42

位）は財政危機の状況にあり、PIGSという有り難く

ない頭文字で呼ばれるグループに入れられてい

るが順位にほとんど変化がなく、バルト3国とは対

照的である。

　2008年に始まったグローバル経済危機は、2年

経ち今その影響がこうした国々で見られるように

なった。それら各国政府は金融危機の拡大への

対応に施策を打ちだしたものの、効果を発揮する

に至っていない。また、他の欧州諸国のように

（例、ラトビア）で採用されたような、抜本的

で広範囲にわたる強力な政策にはならな

い可能性が高い。最後につけ加えると、これ

らの国々はユーロ圏にあるために、通貨切

り下げによる競争力強化は選択肢に入らな

い。 

　中東とアフリカ　中東と北アフリカ地域

は、近年、欧州企業にとって理想的なオフ

ショア先として台頭してきている。欧州に近

接していることと、非常に豊富なスキル人材

プールを持つという利点がある。実際、今年

の調査でエジプトは4位になり、北アフリカ

は東欧諸国よりも評価が高い。エジプトは、主に

低賃金と豊富な才能ある人材調達が可能なため

に、最近は常に人気が高い。エジプト政府は、海

外への自国のサービス産業の宣伝を活発に行う

と同時に、世界的レベルに向けた能力向上に余念

がない。しかし、最近の政治的混乱は、サービス拠

点としてのエジプトに長期にわたり影響をもたら

すだろう。

　UAE（アラブ首長国連邦）は、競争力のある賃

金コスト、マネジメントスクールの質の向上と識字

率の改善によって、中東地域でエジプトに次ぐ15

位にランクされている。UAEは本社機能とサービ

インドは、先行者利益と
高度なスキルによって、
今もなおITサービス市場
において最大のシェアを
誇る
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ス提供に優れており、中東地域に進出している多

くの多国籍企業を支援している。金融危機により

コスト圧力も低下した。ヨルダン（22位）、チュニジ

ア（23位）も上位25位以内にとどまっている。

　アジア　上位3カ国は、インド、中国、マレーシア
で変化がない。残りの上位10カ国にもアジア諸国

のインドネシア（5位）、タイ（7位）、ベトナム（8位）、

フィリピン（9位）が入っている。

　これら上位にランクされたアジアの国々は相互

に大きく異なっている。インドは全方面で傑出して

おり、どのようなタイプのオフショアサービスに対

しても人材提供が可能である。フィリピンはコール

賃金コスト

図4：
ベトナムは経済的魅力度が世界一
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注：　図には0.20以下の値はスペースの関係で表示されていない
出所： A.T. カーニー・ グローバル・サービス・ロケーション指数調査TM  2011
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　グローバル・サービス･ロケーショ
ン指数TMは、サービス産業について、

その国の強みの源泉を測定する。し

かし、ランキング上位の中には、特に

優れた産業はなくても膨大なポテン

シャルを持つ国が複数ある。それが

タイとインドネシアである。この2カ国

は上位10カ国に入っているが、オフ

ショアサービスと聞いて誰もがまず

思い浮かべる国ではない。これらの

国々は大規模な労働力とコスト競争

力があり、成功するサービス産業の

ファンダメンタルズが備わっている。

しかし企業はバンコクやジャカルタ

に集まってはこない。実際には全く反

対のことが起きている。例えば、イン

フォシスは3年前にフィリップスから

買収したバンコクのBPOセンター閉

鎖を2010年7月に発表した。これら

の国々の成長を阻むものは何なの

だろうか。 

　言語　 言語は大きな障害である。

タイあるいはインドネシアの学校で

は歴史的に英語は教えられておら

ず、社会の上層部（政権や経営陣）で

も使われていない。比較して、フィリピ

ンでは、米国との歴史的繋がりを

持っているために、英語は広く使わ

れている。今日、タイやフィリピンでも

英語教育は教育課程の一部となっ

ているが、多くの場合教育の質は十

分ではない。

　ビジネス環境　インドネシアは、

電力の供給不足やブロードバンドの

普及不足によって、過去、インフラ整

備がおざなりにされてきたことに悩

まされている。しかし政府は今後はイ

ンフラ整備に投資を行うことを決意

表明しており、早い改善に期待した

い。タイでは政情不安が海外投資家

に不安を生んでいる。昨年の春には、

バンコク市街で反政府側と軍部との

衝突が世界のTVカメラの前で繰り

広げられた。次の選挙後は改善が見

られるだろうか。

　政府支援　政府は多くの産業の

育成や促進に乏しい資源を割いて

いるので、アウトソーシングセクター

に政府支援が回らない場合、その成

長が阻まれる。産業促進や極めて重

要な障害の排除への取組みに注力

することで、インドネシアとタイでも、

フィリピンのような成功を再現するこ

とが可能である。

センターに強く長年の豊富な経験を持つ。中国

は、高度な分析とエンジニアリングサービスを提

供しており、かつコスト競争力がある。一方、マ

レーシアはITサービスのオフショア先として魅力

度が高い（別項｢上位10カ国の業界活動｣、P.13　

参照）。しかし、インドネシア、ベトナム、タイは、相

対的に見て、まだ発達の初期段階である。これら

の国々は、その巨大な労働力と低賃金ですでに上

位にランクされているが、情報技術や通信技術の

促進のための最大限の努力を行っているとはい

えない（別項｢タイとインドネシアの成長を阻むも

の｣、P.16 参照）。例えば、ベトナムはコスト面で世

界で最も魅力的なオフショア化先とランクされて

いる。

　インドは先行者利益と高度なスキルによって、

今もなおITサービス市場において最大のシェア

を誇る。中国には0.5ポイント差、マレーシアには1

ポイント差をつけている。その上、インドのITサー

ビスの大手企業はバリュー･チェーンでの地位を

向上させている。インフォシス（Infosys）やウィプロ

（Wipro）のような企業は、R&D能力を極め、従来

のサービスベンダーの役割を超えて活動を広げ

ることに注力している。

　中国は、オフショア化の初期段階では言語能力

と知的財産権保護が弱く、魅力的な選択肢ではな

かった。中国経済も製造志向が強くサービス分野

の発達は大きく立ち遅れていた。現在ではより多

くのサービスを含む経済への移行が進んでおり、

タイとインドネシアの成長を阻むもの
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それにつれて政府も今までにはなかった熱意を

持ってBPOセクターを支援している。言語能力か

らエンジニアリングまで様々なスキルレベルが向

上し、中国のBPOセンターは現実味のある選択肢

になってきている。

　中国は特別なスキルの提供を、英語のみなら

ず韓国語、日本語、中国語で行うことを始めてい

る。しかし中国でのコールセンターの発展は難し

いようだ。中国は高度な分析やIT分野に強く、ロ

シアや東欧の代替の候補となっている。またBPO

分野ではインドと競っているが、現在は製造能力

に付随して必要なR&D能力を開発中である。製

国のリスク

図5：
ビジネス環境分野の1位はシンガポールで変わらず

シンガポール
ドイツ（ティア2都市）

カナダ
エストニア

英国（ティア2都市）
オーストラリア

フランス（ティア2都市）
アイルランド

UAE
チェコ共和国
リストニア

米国（ティア2都市）
ラトビア
スペイン
ポルトガル
マレーシア

チリ
ハンガリー
ポーランド
モーリシャス
ブルガリア
スロバキア
ルーマニア
イスラエル
コスタリカ
パナマ
ヨルダン
メキシコ
ウルグアイ
ブラジル
南アフリカ
チュニジア
エジプト

ジャマイカ
中国
タイ

ガーナ
モロッコ
ベトナム

コロンビア
トルコ

フィリピン
インド

セネガル
スリランカ

アルゼンチン
ロシア

ウクライナ
インドネシア
パキスタン

ビジネス環境スコア

国のインフラ
海外文化の経験度や受容度
知的財産権の保護

4.67 1.64 0.97 0.70 7.99
4.62 1.64 0.48 0.81 7.56

4.69 1.34 0.84 0.63 7.51
4.48 1.62 0.86 0.51 7.48

4.31 1.64 0.69 0.80 7.44
4.78 1.17 0.41 0.76 7.11

4.24 1.62 0.56 0.61 7.03
4.21 1.16 0.95 0.60 6.92

3.76 1.47 0.97 0.64 6.84
3.85 1.31 0.92 0.67 6.76

4.17 1.43 0.70 0.43 6.73
4.20 1.29 0.39 0.83 6.71
4.17 1.08 0.88 0.40 6.53

3.77 1.25 0.55 0.69 6.25
3.69 1.32 0.64 0.54 6.18
3.67 1.19 0.70 0.53 6.10

4.33

0.97
0.93

1.25 0.42 6.06
3.62 1.17 0.61 0.66 6.06

3.81 0.70 0.55 6.03
3.62 0.72 0.39 5.65

3.40 1.27 0.53 0.38 5.58
3.70 1.14 0.50 5.51

3.34 1.27 0.44 0.44 5.48
2.89 1.14 0.83 0.61 5.46

3.47 1.01 0.33 0.39 5.20
3.30 1.15 0.36 4.97

2.48 1.10 0.94 0.45 4.96
3.32 0.75 0.31 0.43 4.81

2.84 1.06 0.47 0.37 4.74
3.17 0.97 0.47 4.61
3.18 0.79 0.58 4.56

2.56 1.14 0.47 0.39 4.55
2.88 0.93 0.28 0.41 4.50

0.922.68 0.55 0.31 4.46
2.95 0.87 0.55 4.38

2.73 1.10 0.36 4.31
0.652.59 0.78 0.26 4.28

0.952.25 0.67 0.34 4.21
2.62 0.98 0.30 4.13

2.36 1.03 0.41 3.94
2.54 0.95 0.41 3.90

0.71 0.801.97 0.38 3.86
2.56 0.57 0.59 3.81

2.39 0.70 0.30 .032 3.71
2.02 0.84 0.52 0.32 3.71

2.35 0.96 0.29 3.63
2.16 0.99 0.34 3.56

2.00 0.90 0.25 0.26 3.41
2.40 0.66 0.32 3.38

1.34 0.53 0.36 0.29 2.52
注：　図には0.20以下の値はスペースの関係で表示されていない

出所： A.T. カーニー ・グローバル・サービス・ロケーション指数調査TM  2011
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造とR&D能力をあわせ持つことは、KPOサービス

（Knowledge Process Outsourcing/知識プロセス

アウトソーシング）の強力な基盤を構築するもの

である。

　一方で、インドと中国は能力増強のために互い

に協力することを始めている。例えば、インド企業

であるタタ・コンサルティング・サービス（TCS：

Tata Consulting Services）、インフォシス（Infosys）、

ウィプロ（Wipro）は中国の成都にすでに拠点を立

ち上げている。インド企業誘致に積極的な成都の

市長は、メディアに対し｢ソフトウェア開発は国内

市場、海外市場ともに英語で行われており、言語

は企業にとっても、その社員にとっても問題では

ない｣12 と、言語に関する不安を否定している。

　フィリピンは依然としてオフショア大国である。

BPOセクターで働く労働者数は50万人に上り、

2009年度には72億ドルの売上高を生み出してい

る。オフショアサービスの大部分はコールセン

ターで占められており、売上高は50億ドルである。

しかしヘルスケアや医薬品業界向けのサービス

提供のようなBPOのニッチ分野は成長中であり、

サービス産業全体の成長に寄与している。他の地

域のプレーヤーとの激しい競争の中、政府は競争

力を維持するために、バーチャルなBPO大学の設

立計画を策定し、1万人の学生を対象にコールセ

ンターに必要なスキルの教育に乗り出している。

一方、シンガポールは、ビジネス環境面では再び

世界一に返り咲いたが、労働力が乏しく高コスト

であるために、総合では31位という比較的低い順

位であった（P.17、図5参照）。

希望の光
　世界経済の安定化はここ当分望めないだろう。

国家の財政赤字、為替変動、失業率上昇によって、

グローバル経済の混乱への懸念が消えず、グロー

バル・サービス産業にとって短期的には厳しい状

況が続く。しかし世界の相互関係はますます緊密

化し需要増加は必至である。長期的に見れば、グ

ローバル・サービス産業が上昇軌道にあることに

変わりはない。

12 「成都インド企業に中国のITハブへの投資を懇請」、ニアショア・ジャーナル記事、2010.3.1
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付記｢調査について｣

　2011年度の｢グローバル・サービス・ロケーション指数調査TM｣は、企業からの情報、現在のオフショ

ア・ビジネスの動向、産業推進の政府の取組みをベースに選んだ50カ国を対象とした。これら50カ国に

ついて、経済的魅力度、労働力の規模とスキル、ビジネス環境の主要カテゴリーの39の項目について評

価を行った（下図参照）。

　オフショア・サービス・ロケーションの魅力度を測る項目はA.T. カーニーの実施した聞き取り調査や

その他の業界調査、ならびに過去5年間の顧客企業に実施したコンサルティング・プロジェクトで得られ

た情報により決定された。各評価項目は、顧客企業の経験と業界調査を参考としたオフショア先決定の

重要度により加重平均されている。コスト優位性がオフショア先決定の主要ドライバーであるために、

経済的要因を総スコアの40％とした。人材スキルと労働力規模、ビジネス環境は30％とした。

指数評価項目

出所： A.T. カーニー ・グローバル・サービス・ロケーション指数調査TM  2011

カテゴリー サブカテゴリー 評価項目
経済的魅力度
（40％）

労働力の規模とスキル
（30％）

ビジネス環境
(30％)

賃金コスト

インフラコスト

税や規制コスト

サービス経験と知識の蓄積

労働者の調達

言語能力と西欧文化への適応性

採用リスク

カントリーリスク
（経済と政治のリスク）

インフラ整備、質

文化的交流・露出経験

法規制の遵守

・平均年間賃金
・関連職種の平均報酬コスト
（BPOアナリスト、ITプログラマー、コールセンター・オペレータ）

・平均インフラコスト（不動産、電気代、通信費）
・主要顧客の所在地までの出張コスト（ニューヨーク、ロンドン、東京など）

・他の国と比較した税コスト、腐敗に起因するコスト、為替レートの変動

・IT／BPO産業の市場規模
・関連業種の質やスキルの評価（マネジメントスクール、大学教育の質、
 IT・BPO・コールセンターの関連業界の資格者数）

・15歳～39歳の年齢層の人口
・大学在籍者数

・標準教育と言語テストのスコア
・A.T. カーニーが測定する｢グロバリゼーション指数｣における人的交流のスコア
（旅行、電話、送金などで見る人々の海外や国際差破壊との接触度や関連性についての総合スコア）
・関連性のあるIT、BPO分野の成長と失業率

・経済リスク（グローバル最大手企業の経営者層に海外投資の見解を調査する
 A.T. カーニーの｢海外直接投資信頼度指数スコア｣で全体的なビジネス環境を測る）
・政治リスク（政治の安定、テロのリスク、規制による負担）

・国のインフラ整備や質の総合評価（通信、電気の普及など）
・地方全体のインフラ整備状況や質

・A.T. カーニー・グローバリゼーション指数TMにおける人々の他文化との交流のスコア

・知的財産権の保護
・ISO情報セキュリティ資格の普及
・ソフトウェアの著作権侵害、海賊行為の件数





A.T. Kearney is a global management consulting firm that uses strategic 
insight, tailored solutions and a collaborative working style to help clients 
achieve sustainable results. Since 1926, we have been trusted advisors on 
CEO-agenda issues to the world’s leading corporations across all major 
industries. A.T. Kearney’s offices are located in major business centers 
in 37 countries.

AMERICAS	 Atlanta  |  Boston  |  Chicago  |  Dallas  |  Detroit  |  Mexico City
	 New York  |  San Francisco  |  São Paulo  |  Toronto  |  Washington, D.C.

EUROPE	 Amsterdam  |  Berlin  |  Brussels  |  Bucharest  |  Copenhagen
	 Düsseldorf  |  Frankfurt  |  Helsinki  |  Kiev  |  Lisbon  |  Ljubljana  |  London  
	 Madrid  |  Milan  |  Moscow  |  Munich  |  Oslo  |  Paris  |  Prague  |  Rome  	
	 Stockholm  |  Stuttgart  |  Vienna  |  Warsaw  |  Zurich

ASIA PACIFIC	 Bangkok  |  Beijing  |  Hong Kong  |  Jakarta  |  Kuala Lumpur
	 Melbourne  |  Mumbai  |  New Delhi  |  Seoul  |  Shanghai  |  Singapore  
	 Sydney  |  Tokyo

MIDDLE EAST	 Abu Dhabi  |  Dubai  |  Johannesburg  |  Manama  |  Riyadh
& AFRICA

For information on obtaining 
additional copies, permission 
to reprint or translate this work, 
and all other correspondence, 
please contact:

A.T. Kearney, Inc.

Marketing & Communications

222 West Adams Street

Chicago, Illinois 60606  U.S.A.

1 312 648 0111

email: insight@atkearney.com

www.atkearney.com

Copyright 2011, A.T. Kearney, Inc. All rights reserved. No part of this work may be reproduced in any form 
without written permission from the copyright holder. A.T. Kearney® is a registered mark of A.T. Kearney, Inc. 
A.T. Kearney, Inc. is an equal opportunity employer.

A.T. Kearney Korea LLC is a separate and independent legal entity operating under the A.T. Kearney name in Korea.



ATK.0111.167


